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青梅市地域福祉総合計画【構成案】

・第５期青梅市地域福祉計画

・青梅市重層的支援体制整備事業実施計画

・青梅市再犯防止推進計画

・青梅市成年後見制度利用促進基本計画

・第 10 期青梅市高齢者保健福祉計画・青梅市介護保険事業計画

・第２期青梅市認知症施策推進計画

・第７期青梅市障害者計画・第８期青梅市障害福祉計画・第４期青梅市障害児福祉計画

令和８（2026）年５月時点

資料５
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１．計画の構成案の改定について

■計画の構成案について ※変更点を 緑色 で網掛けしています。

現行計画（令和６年３月） 今回計画（令和９年３月）

第１編 総論 第１編 総論

第１章 計画の策定に当たって 第１章 計画の策定に当たって

第２章 計画改定の考え方（重層的支援体制整備事業実施計画） 第２章 計画改定の考え方

第３章 データからみる市の現状 第３章 データからみる市の現状

第４章 計画の全体像 第４章 計画の全体像

第５章 計画の進行管理 第５章 計画の進行管理

第２編 地域福祉計画（再犯防止推進計画、成年後見制度利用

促進基本計画）

第２編 地域福祉計画

第１章 地域福祉を取り巻く現状と課題 第１章 地域福祉を取り巻く現状と課題

第２章 計画の基本的な考え方と施策体系 第２章 計画の基本的な考え方と施策体系

第３章 取組内容 第３章 取組内容

第４章 取組事例 第４章 取組事例

現行計画における、再犯防止推進計画の位置づけ 第３編 再犯防止推進計画

第１編 第１章 計画策定の背景・趣旨｜法的な位置づけ｜計画期間｜

計画の策定体制

第１章 再犯防止を取り巻く現状と課題

（計画策定の背景、位置づけ、期間、統計・調査結果など）

第２編 第１章 統計・調査結果 第２章 計画の基本的な考え方（基本理念・基本目標）

第２編 第３章 取組内容 第３章 取組内容

■変更内容① 「再犯防止推進計画」を第３編として、第２編 地域福祉計画から独立

■変更内容② 「成年後見制度利用促進基本計画」を第４編として、第２編 地域福祉計画から独立

■変更内容③ 「認知症施策推進計画」を第５編第４章として、第５編第３章から独立

■変更内容④ 「重層的支援体制整備事業実施計画」を第７編として、第１章から独立

変更理由➡いずれも記載内容の充実を図るとともに、包含している計画をよりわかりやすく示すため。
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現行計画（令和６年３月） 今回計画（令和９年３月）

現行計画における、成年後見制度利用促進基本計画の位置づけ 第４編 成年後見制度利用促進基本計画

第１編 第１章 計画策定の背景・趣旨｜法的な位置づけ｜計画期間｜

計画の策定体制

第１章 成年後見制度を取り巻く現状と課題

（計画策定の背景、位置づけ、期間、統計・調査結果など）

第２編 第１章 統計・調査結果 第２章 計画の基本的な考え方（基本理念・基本目標）

第２編 第３章 取組内容 第３章 取組内容

第３編 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 第５編 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進

計画

第１章 高齢者保健福祉・介護保険事業を取り巻く現状と課題 第１章 高齢者保健福祉・介護保険事業を取り巻く現状と課題

第２章 計画の基本的な考え方と施策体系 第２章 計画の基本的な考え方と施策体系

第３章 取組内容 第３章 高齢者保健福祉・介護保険に関する取組内容

第４章 認知症施策の推進

第４章 介護保険サービスの事業量見込と介護保険料の設定 第５章 介護保険サービスの事業量見込と介護保険料の設定

第４編 障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画 第６編 障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画

第１章 障がい者(児)福祉を取り巻く現状と課題 第１章 障がい者(児)福祉を取り巻く現状と課題

第２章 計画の基本的な考え方 第２章 計画の基本的な考え方

第３章 取組内容 第３章 取組内容

第４章 障害福祉・障害児福祉サービスの事業量見込み 第４章 障害福祉・障害児福祉サービスの事業量見込み

現行計画における、重層的支援体制整備事業実施計画の位置づけ 第７編 重層的支援体制整備事業実施計画

第１編 第１章 計画策定の背景・趣旨｜法的な位置づけ｜計画期間｜

計画の策定体制

第１章 重層的支援体制整備事業の展開

第１編 第２章 重層的支援事業の特徴（包括的な福祉相談支援体制） 第２章 各実施事業の概要と提供体制

第２編 第３章 取組内容 第３章 連携体制の構築

資料編 資料編
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２．再犯防止推進計画の記載内容（案）について

第３編 再犯防止推進計画

第１章 再犯防止を取り巻く現状と課題

１．計画策定の背景

全国の刑法犯検挙者数および再犯者数は減少傾向にあるものの、再

犯者率は依然として高止まりの状態にあり、令和 7年には 46.2％に達

しています。

国においては、再犯防止に向けた取組として、就労促進や出所後直ち

に福祉サービスを受けられる支援体制の整備を推進しています。これら

は、刑務所出所者等の住まいや就労先の確保、あるいは高齢・障害等の

特性に応じた支援を行うことで、円滑な社会復帰を促すものです。こうし

た施策を通じて、再び罪を繰り返させず、新たな被害者の発生を防ぎ、

誰もが安全・安心に暮らせる社会の実現を目指しています。

平成 28年に成立した「再犯防止推進法」では、国に対し「再犯防止推

進計画」の策定を義務づけるとともに、地方公共団体に対しても「地方再

犯防止推進計画」の策定が努力義務として位置づけられました。

本市では、これまでも犯罪被害者等への支援及び罪を犯した人の立ち

直りを支援し、再犯を減らすことに取り組んできました。再犯を防ぎ、更

生を後押しすることは、犯罪のない安全・安心な地域社会を築く上で極

めて重要です。こうした認識のもと、社会情勢の変化やこれまでの進捗を

踏まえ、令和 6年 3月に策定した「青梅市再犯防止推進計画」の中間見

直しを行います。

２．計画の位置づけ

この計画は、再犯防止推進法の第８条第１項の規定に基づき、再犯防

止の取組を総合的かつ計画的に推進するための施策について定める計

画です。

３．計画の期間

計画の期間は、国の再犯防止推進計画を踏まえるとともに、青梅市地

域福祉総合計画の計画期間を考慮し、令和６年度から令和 11 年度まで

の６年間とします。

なお、国・都の行政施策の動向、社会情勢や制度の変化、計画の進捗

状況により、必要に応じて見直しを行うこととします。

記載項目は、現時点の内容です。内容を精査し

たものを次回会議以降でお示しします。
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４．再犯防止に関する統計の状況

※刑法犯の発生件数の状況

※刑法犯再犯者検挙者数および再犯者率の状況

など、再犯防止に関する統計データについて、グラフや表形式で掲載

します。

５．再犯防止に関するアンケート調査結果の状況

※地域共生社会を推進するためのアンケート調査結果から、再犯防止

に関する結果を掲載します。
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第２章 計画の基本的な考え方

１．基本理念

犯罪をした人の中には、貧困や疾病、障害、薬物への依存、家庭機能不

全、学校の中退・退学など様々な生きづらさを抱えている人がいると指摘

されています。

また、再犯防止推進法第３条にも「犯罪をした者等の多くが安定した職

業に就くこと及び住居を確保することができないこと等のために円滑な社

会復帰をすることが困難な状況にある」とあるように、十分な支援を受けら

れないまま再度犯罪に手を染めてしまう、再犯者率は高い傾向にあります。

なかでも窃盗犯の再犯者率は５割を超えている、つまり２人に 1人は再び

犯罪を犯してしまっている状況にあります。

そのため、地域と一体となって犯罪の未然防止に取り組むとともに、犯

罪をした人が地域社会の中で孤立することなく、生活の安定が図られるよ

う、生活困窮者自立支援法にもとづく自立支援制度による就労や住居の

確保のための支援等を行います。

また、重層的支援体制整備事業や孤独・孤立対策推進法における相談

支援、地域との連携による支援体制を構築し、福祉等の各種行政サービ

スを必要とする人、とりわけこうしたサービスへのアクセスが困難である人

に対する適切なサービス提供を目指します。

２．基本目標

※現行計画の取組の進捗状況等を踏まえ、基本目標を設定します。

①就労・住居確保に向けた支援

②福祉・保健医療サービス利用促進

③学校等と連携した修学支援

④犯罪をした者等への特性に応じた効率的な指導

⑤更生保護にかかわる民間協力者の活動の促進

⑥地域による包摂の推進

⑦再犯防止に向けた基盤の整備等
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第３章 取組内容

※地域福祉計画等と同様に、具体的な事業名、取組内容等を記載しま

す。

①就労・住居確保に向けた支援

住宅確保要配慮者に対する住まいの確保に向けた情報提供に努めると

ともに、就労に向けた支援を行います。

事業名 取組内容 主担当課 関連

計画

生活困窮者自

立支援事業

自立相談支援、住居確保給付金の支給、家

計改善支援などの生活困窮者に対する自

立の支援に関する措置を講ずることによ

り、生活困窮者の自立の促進を図ります。

地域福祉課 ○地

就労支援の実

施等

労働市場への積極的な再挑戦を可能にす

るよう、ハローワーク等と連携した就労支

援を促進します。

地域福祉課 ○地

住 宅 確 保 等 、

住まいに関す

る相談・支援

定期的に住宅相談会を開催し、市民の安全

で安心できる快適な住まいづくりのため

に、適切な助言を行います。

また、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅へ

の円滑な入居の支援を行う制度を検討しま

す。

住宅課 ○地

②福祉・保健医療サービス利用促進

③学校等と連携した修学支援

④犯罪をした者等への特性に応じた効率的な指導

⑤更生保護にかかわる民間協力者の活動の促進

⑥地域による包摂の推進

⑦再犯防止に向けた基盤の整備等

以下、同様。



8

３．重層的支援体制整備事業実施計画（案）の記載内容について

第７編 重層的支援体制整備事業実施計画

第１章 重層的支援体制整備事業の展開

１．計画策定の背景

令和２年に成立した「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律」（改正社会福祉法等）において、地域による包括的

な支援体制を構築するための新しい事業として、重層的支援体制整備事

業が創設されました。

この事業は、既存制度の事業を含めた「属性を問わない包括的相談支

援」、「多様な社会参加に向けた支援」、「地域づくりに向けた支援」という

3つの支援を市町村が一体的に実施するものです。

少子高齢化の進行や単身世帯の増加、価値観の多様化など社会環境

が大きく変化したことにより、生活を送る中で直面する課題が複雑化・複

合化しています。

子育て、介護、障害、生活困窮などの分野別に行われてきた既存の相

談支援や地域づくり支援の取組を活かしつつ、複雑化・複合化した課題

を抱える世帯を必要な支援につなげるため、早期発見のためのアウトリ

ーチ*機能の拡充や支援機関の連携強化、個々のニーズに合った居場所

や活動とのマッチング機能の強化などに一体的に取り組む重層的支援体

制整備事業を展開します。

２．計画の位置づけ

この計画は、社会福祉法第 106 条の５の規定にもとづく「市町村重層

的支援体制整備事業実施計画」です。

３．計画の期間

計画の期間は、令和６年度から令和 11 年度までの６年間とします。

なお、国の施策の動向、社会情勢や制度の変化等に応じ、適宜見直し

を行います。

４．実施事業

次に掲げる６つの事業を一体的に実施するものです。

事業名 根拠規定

（１）包括的相談支援事業 法第 106 条の４第２項第１号

（２）参加支援事業 法第 106 条の４第２項第２号

（３）地域づくり事業 法第 106 条の４第２項第３号

（４）アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 法第 106 条の４第２項第４号

（５）多機関協働事業 法第 106 条の４第２項第５号

（６）支援プランの策定 法第 106 条の４第２項第６号

記載項目は、現時点の内容です。内容を精査

したものを次回会議以降でお示しします。
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５．青梅市における包括的な福祉相談支援体制

 

地域づくり事業 

【現状】 

＊どこに相談していいかわからない 

＊市役所は遠い、行きづらい 
【新設】 

＊身近な福祉総合相談窓口（地域型） 

＊各地域の市民センター１１か所に設置 

＊それぞれ地域福祉コーディネーターを配置 

＊必要な相談機関等へつなぎます 

介護 

障害 

こども 

※属性を問わない包括的な

相談支援を行います 

生活困窮 

包括的相談支援事業 

多機関協働事業等 

複雑化・複合化した課題 

を抱えた相談 

民生委員・児童委員 

西多摩保健所 

小学校・中学校 

社会福祉事業者 

立川児童相談所 

警察 公共職業安定所 

保護司 病院 医師 

NPO 法人等 

 支援会議・重層的支援

会議の開催 

 支援プランの作成 

アウトリーチ等事業 

連携 

連携 

その他市関係部署 

社会福祉協議会 支援が届いて

いない人 

地域福祉コーディネーター 

地域福祉を支援するため、専門的な対応が必

要な事例の対応、ネットワークづくり、地域

に必要な資源開発を行う。 

青梅市相談支援包括化推進員 

複雑化・複合化している地域住民が抱える課

題を解決するため、地域福祉コーディネータ

ーとともに各相談支援機関と連携し、必要な

支援をコーディネートする。 

相談者 

対象分野 設置形態 運営形態 主な相談機関 

介護 基本型 委託 ・地域包括支援センター（５か所） 

障害 基本型 
委託 

直営 

・障がい者サポートセンター 

・障がい者福祉課窓口 

こども 基本型 
委託 

直営 

・子育て支援センター「はぐはぐ」 

・こども家庭センター 

生活困窮 基本型 直営 ・地域福祉課（生活自立支援）窓口 

幼稚園・保育所 

対象分野 実施事業 運営形態 主な実施体制 

介護 
地域介護予防活動支援事業 直営 高齢者支援課 
生活支援体制整備事業 委託 生活支援コーディネーター（5 か所） 

障害 地域活動支援センター事業 委託 障がい者サポートセンター 
こども 地域子育て支援拠点事業 委託 子育てひろば（16 か所） 

生活困窮 
生活困窮者支援等のための

地域づくり事業 
直営 
委託 

地域福祉課 
地域福祉コーディネーター（11 か所） 

社会福祉協議会 etc. 
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第２章 各実施事業の概要と提供体制

１．事業目標

※重層的支援体制整備事業の実施による支援関係機関の機能の強化に

係る目標に関する事項について、記載します。

２．実施事業概要と提供体制

（１）包括的相談支援事業

１１か所の各市民センターに福祉総合相談窓口を設置し、地域福祉コー

ディネーターを配置し、身近な福祉相談に応ずるとともに、複雑化・複合化

した相談にも包括的に対応します。

●相談支援機関の設置状況

（令和８年４月１日時点）

主な対象

分野
相談支援機関名（相談窓口） 設置数

運営

形態

対象

圏域

介護 ・地域包括支援センター ５ 委託 各圏域

障害
・障がい者サポートセンター １ 委託 市全域

・障がい者福祉課窓口 １ 直営 市全域

こども
・子育て支援センター「はぐはぐ」 １ 委託 市全域

・こども家庭センター １ 直営 市全域

生活困窮 ・地域福祉課（生活自立支援）窓口 １ 直営 市全域

●包括的相談支援事業の関連事業

（２）参加支援事業

（３）地域づくり事業

（４）アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

（５）多機関協働事業

以下、同様。

事業名 取組内容 主担当課 関連

計画

身近な福祉総

合相談窓口の

設置 【新規】

１１か所の各市民センターに福祉総合相

談窓口を設置し、地域福祉コーディネータ

ーを配置します。複雑化・複合化した相談

に対応するとともにアウトリーチ等を行っ

ていく一方、地域住民等と一緒になって

地域づくりを行います。

地域福祉課

市民活動推進課
○地

○再

包括的相談支

援事業

【新規】

相談者の属性に関わらず包括的に相談を

受け入れ、相談者の課題を整理し、利用

可能な福祉サービスの情報提供等を行い

ます。

地域福祉課

高齢者支援課

障がい者福祉課

子育て応援課

こども家庭センター

○地

○高

○障

○再

職員研修の実

施

様々な福祉ニーズの相談に対応できる職

員（地域福祉コーディネーターを含む。）

を育成する研修を実施します。

地域福祉課 ○地



11

第３章 連携体制の構築

１．会議体の設置・運営

本事業を円滑に推進するために、次の会議体を設置します。

重層的支援会議 支援会議

開催の

目的

関係機関との情報共有にかか

る本人同意を得たケースに関し

て、当該ケースのプランを共有

したり、プランの適切性を協議

する。

・プランの適切性の協議

・支援提供者によるプランの共

有

・プラン終結時等の評価

・社会資源の充足状況の把握と

開発にむけた検討

会議の構成員に対する守秘義

務を設け、構成員同士が安心し

て潜在的な課題を抱える人に

関する情報の共有等を行うこと

を可能とすることにより、地域

において関係機関等がそれぞ

れ把握していながらも支援が届

いていない個々の事案の情報

の共有や地域における必要な

支援体制の検討を円滑にする

もの。

根拠法

例等

社会福祉法第 106 条の４第２

項第５号
社会福祉法第 106 条の６

対象者

○複雑化・複合化した課題を抱

える地域住民・世帯（単独の

支援関係機関では対応が難

しいケース）

○支援機関等がそれぞれ把握し

ている複雑化・複合化した課

題を抱える者やその世帯

○自ら支援を求めることが困難

な人等（潜在的な相談者）

【本人同意：必要】 【本人同意：不要】

構成員

市民安全担当部、健康福祉担当部、こども家庭担当部、都市整備

担当部、学校教育担当部、社会福祉協議会、地域包括支援センタ

ー、子育て支援センター、障がい者サポートセンター、児童・保険・

福祉・医療または教育の関係機関、民生委員・児童委員、その他支

援対象者の支援に関し、地域福祉担当課長は必要と認める機関

に属するものの中から、会長がその会議の内容により委員を選定

して招集。

２．連携体制

※重層的支援体制整備事業の実施による支援関係機関相互間の連携の

促進に係る目標に関する事項について記載します。

３．事業評価及び見直し

事業評価は毎年度、「青梅市地域福祉総合計画」の事業評価と合わせ

て行います。

また、市民や学識経験者等を委員とする青梅市地域共生社会推進会議

や青梅市包括的支援体制整備庁内検討委員会などを通じて進捗状況の

確認・検証を行います。

※重層的支援体制整備事業実施計画の達成状況の評価に関する事項に

ついて記載します。

その他、

※重層的支援体制整備事業の実施により地域生活課題の解決に資する

支援が包括的に提供される体制の整備の方向性に関する事項につい

て記載します。


